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職員の安全確保は継続的な県民サービスに不可欠
精神論ではなく、冷静かつ科学的視点を持った新型コロナ対応を！
感染可能性のある業務を行う職員には、事前に十分な安全教育と過重労働回避、防護資材の配備を！
　自治労県職労は4月14日、新型コロナウイルス感染症対策について交渉を行い、次の点を申入れました。


　申入れでは、対策本部職員や保健福祉事務所等の担当職員の時間外勤務の実態、対策本部への兼務の状況、軽症者等の宿泊施設配置職員の募集方法・募集内容なども質しました。
当局回答
●対策本部や保健福祉事務所職員の時間外勤務の把握はまだできていないが、過重労働とならないようにしたい。必要な増員を行っていく。
●4月6日に各局総務室に応援要員を照会し、現在約200名があがっている。不急の業務の見直しはお願いするが、派遣元が困らないようにしたい。
●感染防止対策として、現在各局に業務上必要なマスクの需要を調査しており、確認でき次第配布する。
●軽症者等の宿泊施設での業務について、湘南国際村への配置職員へは、防護服の着用方法を含めて、専門家からの研修を受けてもらった。
●湘南国際村に配置した職員の募集は、メールで各局に行い、本人の同意のうえで、各局と人事課が相談して決めた。湘南国際村での業務が見えない中での切羽詰まった状況での募集だった。今後は業務の内容を十分に周知した上で募集したい。

　自治労県職労から重ねて、

〇東日本大震災の時もそうだったが、このような事態になると、公務員は我が身を危険にさらしても頑張ってしまう。そうした職員を守るのが労働組合であり、当局の責務だ。

〇コロナ関連業務に職員を募集し、兼務させる場合は事前に、危険性も含めて情報を開示し、職員がやれること、やれないことの意思表示ができるようにしていただきたい。

〇職員、特に知識・経験のない事務職員への安全教育と安全対策は確実に行っていただきたい。

と申入れ、当局もこれを了として交渉を終えました。
何かあればいつでも組合に相談を

　本日14日、くらし安全防災局長・総務局長・健康医療局長連名の通知が発出されました。この中で「全庁一丸となって」、「さらなる職員の動員が確実」、「県職員がまず率先して行動」としています。

　しかし、「コロナ対策優先で何も言えない」「必要以上に行動が統制される」ということになれば、それは大変危険です。「非常時」であっても、人権が尊重され、異論が言える組織でありたいと思います。

　何かあれば何時でも自治労県職労に相談ください。
申入れ事項


〇　新型コロナウイルス感染症対策本部職員及び保健福祉事務所職員の過重労働を回避するため、必要数を増員すること。


〇　兼務等で対応する場合は、派遣元の所属が過重労働とならないよう、事業を休止できる所属を派遣元とすること。


〇　保健福祉事務所等の機能崩壊を防ぐためにも、直接、感染者、疑似感染者と対応する職員の感染防止対策を徹底すること。


〇　軽症者等の宿泊施設での業務等、感染の可能性のある業務に就く場合は、事前に十分な安全教育を行い、感染対策を徹底すること。


　　また、免疫力の低下を防ぐため、過重労働を避け、時間外勤務を行わせないこと。


〇　感染の可能性のある業務に職員を募集する場合は、職員全体に十分な情報開示を行うとともに、組合と事前協議を行うこと。











